
令
和
７
・
１
・
17
政
令
第
５
号
＝
測
量
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令　
ほ
か

け
ら
れ
ま
し
た
。

　

測
量
記
録
の
「
点
の
記
」
の
場
合
は
、

一
点
に
つ
き
２
１
０
円
（
電
子
請
求
に
よ

る
場
合
は
１
８
０
円
）
と
な
り
ま
す
。

測
量
士
等
の
登
録
お
よ
び 

試
験
に
関
す
る
規
定
の
廃
止

　

ま
た
、
測
量
法
施
行
令
か
ら
、
測
量
士

等
の
登
録
に
関
す
る
手
続
き
お
よ
び
試
験

に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
規
定
が
廃
止

さ
れ
、
測
量
法
施
行
規
則
に
お
い
て
規
定

す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

そ
の
他
、
所
要
の
規
定
の
適
正
化
を
行

な
い
ま
す
。

　

あ
わ
せ
て
測
量
法
施
行
規
則
も
改
正
さ

れ
、
測
量
成
果
等
の
電
磁
的
記
録
の
提
供

に
係
る
電
磁
的
方
法
な
ど
に
関
す
る
規
定

の
整
備
が
行
な
わ
れ
ま
し
た
。

　

本
改
正
は
令
和
７
年
４
月
１
日
に
施
行

さ
れ
ま
す
。�

測
量
成
果
等
の
書
面
交
付
の
電
子
化
に
伴
う

手
数
料
等
の
整
備

測
量
法
施
行
令
改
正
の 

背
景

　

測
量
法
で
は
、
書
面
を
も
っ
て
作
成
さ

れ
た
測
量
成
果
お
よ
び
測
量
記
録
の
謄
本

ま
た
は
抄
本
（
紙
媒
体
の
原
本
の
写
し
）

の
交
付
に
つ
い
て
定
め
ら
れ
て
い
ま
す

が
、
令
和
６
年
６
月
の
測
量
法
改
正
に
よ

っ
て
、
こ
と
し
４
月
１
日
か
ら
は
、
国
土

地
理
院
の
長
に
対
し
、
新
た
に
次
の
請
求

が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①�　

電
磁
的
記
録
を
も
っ
て
作
成
さ
れ
た

測
量
成
果
等
の
事
項
が
記
載
さ
れ
た
書

面
を
交
付
す
る
こ
と
の
請
求

②�　

書
面
ま
た
は
電
磁
的
記
録
を
も
っ
て

作
成
さ
れ
た
測
量
成
果
等
の
事
項
が
記

録
さ
れ
た
電
磁
的
記
録
を
提
供
す
る
こ

と
の
請
求

　

ま
た
、
測
量
業
者
が
業
務
に
用
い
る
基

準
点
デ
ー
タ
等
の
国
土
地
理
院
か
ら
の
提

供
方
法
に
、
紙
を
前
提
と
し
た
手
続
き
が

残
存
し
て
い
ま
し
た
が
、
こ
の
法
改
正
に

よ
っ
て
測
量
成
果
等
の
提
供
の
電
子
化
が

さ
ら
に
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
し
て
、
測
量
士
・
測
量
士
補
の
登
録

に
関
す
る
手
続
き
お
よ
び
測
量
士
等
の
試

登記手続きの負担軽減
　登記官の職権による住所等変更登記
の運用を速やかに開始するため、所有
権移転登記等の申請時に求める検索用
情報の申出について、必要とされる情
報等が規定されました。
（令和７・１・10法務省令第１号＝不
動産登記規則等の一部を改正する省令）

資源循環の促進
　再資源化事業高度化法で定められて
いた、再資源化実施状況の報告義務が
課される特定産業廃棄物処分業者の要
件を、前年度に処分を行なった産業廃
棄物の数量が1万トン以上、もしくは
処分を行なった廃プラスチック類の数
量が1500トン以上とする規定の施行
日が、ことし２月１日とされました。
（令和７・１・16政令第２号＝資源
循環の促進のための再資源化事業等の
高度化に関する法律の一部の施行期日
を定める政令　ほか）

行政ＤＸ化の推進
　行政手続きの申請等に際して、住民
票の写し等の添付を省略できる措置と
して、マイナンバー法に規定するカー
ド代替電磁的記録の行政機関等への送
信が追加されます。
（令和７・１・17政令第６号＝情報
通信技術の活用による行政手続等に係
る関係者の利便性の向上並びに行政運
営の簡素化及び効率化を図るためのデ
ジタル社会形成基本法等の一部を改正
する法律の一部の施行に伴う関係政令
の整備等及び経過措置に関する政令）

仕事と介護・育児の両立推進
　介護離職防止のための仕事と介護の
両立支援制度の強化など「改正育児介
護休業法」の一部の規定がことし４月
１日から施行されることに伴い、関係
政令が整備されました。
（令和７・１・22政令第７号＝育児
休業、介護休業等育児又は家族介護を
行う労働者の福祉に関する法律及び次
世代育成支援対策推進法の一部を改正
する法律の施行に伴う関係政令の整備
に関する政令）

その他の新法令・通達

新
法
令
・
通
達
解
説
令
和
７
年
１
月
31
日

ま
で
の
公
布
分

験
に
関
す
る
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
国
土
交
通
省

令
で
定
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
測
量
法
の
改
正
を
踏
ま
え
、

次
の
と
お
り
測
量
法
施
行
令
が
改
正
さ
れ

ま
し
た
。

測
量
成
果
の
公
開
等
の
請
求
に
係
る 

手
数
料
に
関
す
る
改
正

　

測
量
成
果
等
の
謄
本
・
抄
本
の
交
付
手

数
料
に
つ
い
て
、
現
在
の
実
費
を
勘
案
し

て
改
正
さ
れ
る
ほ
か
、
前
記
の
請
求
に
係

る
手
数
料
に
つ
い
て
、
新
た
に
規
定
が
設
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